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＜メインテーマの選定理由＞

ライフサイクルを通して予防から治療、地域
ケアまで切れ目のない総合的な保健、医療、福
祉サービスを実現するために、住民に身近で利
用頻度の高い保健、福祉サービスを提供するこ
とが重要であるため

＜メインテーマ＞

誰もが安心して自分らしく暮らすために



＜サブテーマの選定理由＞

本市における福祉・医療・介護の連携を
より一層強化する体制整備や、地域福祉の
向上の実現を強く望まれるため

＜サブテーマ＞

福祉・医療・介護の連携の推進



＜環境厚生常任委員会が着目した課題＞

・医療サービスから福祉サービスに転換する際、
従事者間で密に連携する必要があり、より円滑な
サービスの切り替えが望まれる。

・医療、福祉に従事する方が相互に連携をとるた
めの環境整備が必要である。

・介護予防事業など、医療サービスの後に繋がる
各種サービス体制の充実が不可欠である。



政策討議の取り組み経過

＜経過報告＞

令和元年 ５月２８日 委員間で打合せを実施
６月２６日 委員間で打合せを実施
７月１９日 委員間で打合せを実施
８月 ６日 委員間で打合せを実施
８月１９日 委員間で打合せを実施
９月１３日 委員会を開催

１０月 ７日 行政視察を実施（滋賀県東近江市）
１０月 ８日 行政視察を実施（大阪府東大阪市）
１２月 ４日 委員間で打合せを実施
１２月１９日 委員間で打合せを実施

令和２年 １月１０日 委員間で打合せを実施
１月２７日 委員間で打合せを実施
２月 ４日 地域保健課、高齢福祉介護課、患者支援センターとヒアリング
２月２５日 委員間で打合せを実施
３月１３日 委員間で打合せを実施
５月１４日 委員間で打合せを実施



滋賀県東近江市（令和元年１０月７日 視察）
在宅医療と介護の連携強化に向けた取り組み
介護予防事業について

＜市政概要＞

総面積 ３８８.３７㎢

人 口 １１４，２５９人

近江商人ゆかりの地として「売り手よし、
買い手よし、世間よし」の三方よしの精神が
始まりで、「患者よし、（医療）機関よし、
地域よし」を掲げており、2007年には、医療、
介護、福祉、患者、市民で構成される「三方
よし研究会」を設立。地域ケアを重点とした
まちづくりを目指し、地域のネットワーク構
築を行政が後方支援している。

＜行政視察報告 東近江市①＞



（特色ある取り組み）

• 平成29年～平成31年「すくすく東近江市事業」

旧小学校跡地を活用し、「妊娠、出産、子育て、健康づくり、介護予防」など子供から高齢者
までの切れ目のない支援活動を行い、市民がふれあえる場と地域の防災機能を兼ね備えた拠点施
設を創設

• 地域リハビリケーション活動支援事業

専門職（理学療法士、保健士、管理栄養士、歯科衛生士）が知識を含む技術支援を行うことで
要介護になることを予防し、地域で生活維持が出来るよう支援することを目的として、６会場で
行っている

• 保険年金課、福祉総合支援課との共同による介護予防の取組

「次世代を担う人づくり」を目指して、教育環境の整備と地域ぐるみの教育を推進している上
田市の取り組みの一環。市内全小中学校で、学校・家庭・地域が連携し、子どもの教育に関わる
「地域とともにある学校づくり」を行う

＜行政視察報告 東近江市②＞



（東近江市地域包括支援センターの取り組み）

①総合相談支援業務

②権利擁護業務

③包括的・継続的マネジメント支援業務

④介護予防支援給付ケアマネジメント業務

⑤在宅医療・介護連携の推進

⑥認知症施策の推進

⑦介護予防・日常生活支援総合事業

＜行政視察報告 東近江市③＞

＜特徴＞

住み慣れた地域でも自分らしい暮らしを最
後まで続けることが出来るよう、多くの医療
職によって提供される在宅医療と介護関係職
種を加えた、多職種による包括的なケアのた
めの協働・連携の体制を整えている。

＜主な主催会議＞

・在宅医療

・介護連携会議年３回

・医療との連携ワーキング会議開催月１回

・三方よし研究会：平成１９年１２月から毎
月開催



大阪府東大阪市（令和元年１０月８日 視察）
在宅医療と介護の連携強化に向けた取り組み
介護予防事業について

＜市政概要＞

総面積 ６１．７８㎢

人 口 ４８９，２９３人

大阪府内において、在宅医療・介護連携について、
様々な先進的な取り組みを実施しており、市の規模及び
大都市近郊であることなど、茅ヶ崎市に近い地域性であ
る。早期に多職種連携を進め、また、在宅医療・介護連
携相談窓口を平成３０年に開設するなど、介護・医療・
福祉全般に注力している地区である。

＜行政視察報告 東大阪市①＞



（特色ある取り組み）

• 東大阪市在宅医療・介護連携相談窓口の設置（平成３０年度～）

専門的な相談が可能となり、コーディネイティング「つなぐ」ことを重視する
ことができた。課題としては、本相談窓口の設置が周知不足であり、地域によっ
て情報の浸透度合いに差が生じている。また、運営を医師会に委託しているため、
相談事例の進捗管理に難しさを感じている。しかし、医師会に委託したことによ
り、これまで相談対応が困難であった、医療的な観点での相談にも対応が可能に
なったこと、コーディネーターを配置したことによる医師会とのハードルが低く
なったことがメリットとしてあげられる。

• 各種介護予防事業の充実

介護予防普及啓発事業により、関心層と地域活動への参加者等には一定の知識
普及が進んだ。しかし、介護予防の意識が不足している層への働きかけには、改
善の余地があると感じている。

＜行政視察報告 東大阪市②＞

＜特徴＞

けることが出来るよう、多くの医療職によって提供さ
れる在宅医療と介護関係職種を加えた、多職種による
包括的なケアのための協働・連携の体制を整えている。

＜主な主催会議＞

・

・

・



（特色ある取り組み）

１．健康トライ２１市民連絡会の取り組み

介護予防活動の裾野を広げるために、地域で活動する市民グループを賛助グ
ループとして参画を推奨し、担い手増加を図っている。

２．東大阪市総合事業従事者養成研修の取り組み

研修参加者の減少傾向が顕著となったため、参加対象者を従事者資格取得目的
の人に加えて、資格取得はしないが介護保険や介護について学びたい人も対象と
した。その結果、参加者は増加し、参加者全員が資格を取得できた。今後は、資
格取得目的でなかった人が具体的な活動につなげられるよう、介護予防ボラン
ティアリーダー養成講座の個別案内を行う予定である。

３．認知症予防講演会での取り組み

認知症予防について高名な講師を招聘し講演会を実施し、その場で認知症予防
教室のサポーター（無償ボランティア）を募集したところ、約１，２００人の参
加者の内２８人よりサポーターの申し込みがあった。

＜行政視察報告 東大阪市③＞

＜特徴＞

けることが出来るよう、多くの医療職によって提供さ
れる在宅医療と介護関係職種を加えた、多職種による
包括的なケアのための協働・連携の体制を整えている。

＜主な主催会議＞

・

・

・



＜本市の課題研究①（関わりのある部局調査）＞

（目的）

本市の在宅医療介護福祉の連携における現状の取り組みや、連携状況などを聞き
取り、本市の課題について意見交換を行うこととした。事前確認として、関わりが
あると想定される部局に対し、以下のとおり事前調査を行い、そのうち、地域保健
課、高齢福祉介護課、市立病院（患者支援センター）の３課と意見交換を行うこと
とした。

課名

確認内容
地域保健課 高齢福祉介護課

市立病院

（患者支援センター）

市立病院

（医事課）

各課確認内容まとめ

障害福祉課 福祉政策課

実働として直接的な関

わり方ではなく、財政

的な関わり方をしてい

る。

必要に応じて、ケース

ワーク上では、関係各

課と協力しているが、

事業として直接的な関

連はない。

課として直接取り組む

ことはないが、業務委

託する福祉相談室は実

務上では、関係団体と

の連携は多い。

在宅医療・介護・福祉

の連携について、課と

して取り組んでいる事

業があるか。関わりな

どはあるか。

保健所事業の中でも、

特に在宅医療介護連携

に関しては、主として

取り組んでいる。

在宅介護事業、一般介

護予防事業などの関わ

りから、関係各課と連

携している。

在宅医療の観点から、

市役所部局と連携し、

取り組んでいる。



＜本市の課題研究②（意見交換の概要）＞

Q.医療介護の体制をより強化していくためにはどのようにしていけば良いと考えているか

A.多職種連携の研修会など、福祉・医療の専門職の方へ通知しているが、歯科医師や医師の参加率が低い。連携強化を目指す

ためには、まず、そのような研修のあり方など改善できれば、全体として気運が高まると考えている。

Q.高齢者の増加が全国的に問題視されているが、今後どのような取り組みや対応をした方がよいと考えているか。

A.介護サービスを受けずに、予防に取り組む方を増やしていく事が重要と考えている。国では保健事業の主体的な実施や医療

的なケアをベースとした体制への支援を示しており、本市でも体制を整えていかなくてはならないと考えている。

Q.本市の地域包括ケアシステムは、実際に機能しているのか。また、在宅医療、介護の連携のためには、リーダーシップをと

るための主体が必要と考えるが、どこの主体がまとめているのか。

A.現状、リーダーシップをとっている主体はなく、今後の組織改正の中で検討していかなければならないと感じている。

地域保健課、高齢福祉介護課、患者支援センターとの意見交換の主な意見は次のとおり



＜本市の課題研究③（ヒアリングをふまえて）＞

（在宅医療・介護連携における課題について）

• 通院する方のケアで医師は手一杯な点もあり、裾野が広がっていかないのが現状

である。今後、通院できない方も増えてきているので、在宅でのケアは需要が増

えていくことが考えられる。

• 医師の中には、長年勤務している方は地域に密着して取り組まなければならないという意識があるが、若
い医師は、まだその考えが定着していない方もいる。その意識をどのように教育していくかが課題である。

• 多職種連携の研修会を実施しているが、介護分野の方の意見では、医療分野との連携がとりづらいという
意見もあり、現に本研修会においても歯科医師、医師の方の参加率が低い。研修会のあり方についても改
善ができれば、全体としての気運も高まると感じる。

• 地域包括ケアシステムの構築に関して、リーダーシップをとって、牽引する主体がいない。

• 医師の意識を変えていかなければならない。円滑なサービス利用へ繋げるためには、多職種の意識を統一
する必要がある。



＜新型コロナウイルス感染症への対応について（医療）＞

電話・オンラインを活用した診療方法
国は、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言以降、医療の提供体制についても、生

活様式の変更に伴い、あり方を見直していくこととしている。厚生労働省が４月に「新型コロナ
ウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱い
について」を示し、初診からのオンライン診療を一部解禁することを決めた。
内閣府の経済財政諮問会議では、７月８日に「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」（骨

太方針）の原案を示し、新型コロナウイルス感染症の拡大が続くなか、オンライン等を活用した
非接触サービスを推進し、医療分野においては、オンラインを用いた初診から薬剤配送までを、
一貫してオンラインで行う仕組みづくりを明記している。今後、医療提供体制の形態のあり方に
注視する必要がある。

オンライン診療イメージ図

①ビデオ通話等で診察

②処方箋情報の送付

病院患者

薬局

②処方箋情報
の送付

③薬の配送、服薬指導


